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要   旨  
 
都道府県別のデータで観察される結婚経験率と労働力率の正の相関を、 次の
3 つの事実によって説明した。まず第 1 に、結婚による離職率は、都道府県に
よって大きく異なるが過去 25 年で変化していないこと。第 2 に、晩婚化・非
婚化は全国的な現象であるが、 その傾向は結婚による離職率が高い都道府県ほ
ど強いこと。そして、第 3 に、都道府県によらず、女性は 20 歳前後では未婚
状態かつ就業状態にあることである。 また、 結婚による離職率を説明する要因
についても明らかにした。最も重要な要因は、保育所の整備状況であり、育児
休業制度や 3 世代同居率は大きな影響を与えていなかった。 晩婚化・非婚化原
因は女性の高学歴化と考えられるが、理論的な考察は今後の課題である。 
 
キーワード：女性の就業 結婚 都道府県別データ 保育所 少子高齢化 
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1  はじめに 
日本経済の直面する最も大きな課題は、少子高齢化社会への対応である。高齢化は多く
の先進国で進展しているが、日本は高齢化の水準・変化のスピードともに世界最高水準で
ある。 65 歳以上の人口の割合は 2025 年には 30%、 2050 年には 40%にまで達すると予想さ
れている。一方で、少子化も急激で、年間の出生数は団塊の世代が誕生したピークの 1949
年には年間 270 万人であったが、2008 年には 109 万人に減少しており、2050 年には 49
万人にまで落ち込むと予想されている。 















ここでは、 この正の相関を政策的に利用するために、 その発生メカニズムを明らかにした。 







よらず、過去 25 年間で結婚をした女性の就業継続の状況は変化していないのである。 
第 2 に、1980 年以降、全ての都道府県で結婚経験率の低下が観察されるが、その低下幅
は結婚による離職率が高い都道府県ほど大きいことである。例えば、結婚による離職率の
高い大都市部では、結婚経験率の低下幅も大きかった。特に、結婚経験率が急激に低下し





















































唆されている。ここでは、その原因についても考察した。1980 年から 1995 年にかけての
結婚経験率の低下幅は、結婚による離職率と強い正の相関をもっていた。これは、水準で
















2  都道府県別データでみる結婚・出産と女性の就業 
 






横軸に 20~44 歳の女性の結婚経験率をとったものが図２である。この 2 つの図から、都道
府県別のクロスセクションでは、結婚経験率および合計特殊出生率と女性の労働力率には
正の相関があり、結婚・出産をする人が多い都道府県ほど労働力率が高いことが分かる。
また、 労働力率との相関係数は、 結婚経験率 ・ 合計特殊出生率がそれぞれ 1980 年には 0.02、
0.37 であったが、2005 年には 0.68、0.75 になっており、相関は最近ほど強い1。 
これは、全国平均の時系列データで見ると結果と結婚経験率・合計特殊出生率・労働力
率が負の相関をもつという結果と、一見すると矛盾している。日本の女性の労働力率は、













いは分析されてきた(例えば、小椋・ディークル, 1992;  樋口・松浦・佐藤, 2007;  橋本・宮
川, 2008;  北村・宮崎, 2009)。しかし、先行研究では、観察できない地域固有の要因の役割
を強調していたため、都道府県別のクロスセクションの相関関係は十分に考察されていな
かった。 
                                                  
1  内閣府(2005)、山口(2005)、樋口(2006)では、OECD 諸国間で合計特殊出生率と 15~64
歳の女性の労働力率の間に正の相関があることが示されているが、その原因については明
らかにされていない。  
2.2  結婚と就業の正の相関を生むメカニズム 
 
都道府県別のクロスセクションデータで観察される結婚・出産と就業の正の相関の背景
にあるメカニズムを解明するために、本稿では、次の 3 つの事実を指摘する。第 1 に、結
婚による離職率は都道府県によって異なるが時点を通じてほとんど変化していないこと。
第 2 に、結婚経験率は時系列的に低下傾向であるが、その傾向は結婚による離職率が高い
















ており、 1980 年から 2005 年時点で 20～44 歳である女性についてのデータをプールしてい
る。この図の横軸は、各コーホートの結婚経験者(未婚者以外)の割合の変化であり、国勢調
査の調査年の間隔である 5 年の間に各コーホートのうちで結婚をした女性の割合を示す。
ただし、ほとんどの夫婦が結婚後 5 年以内に第 1 子を出産しており、実質的には「結婚」
かつ「子供を出産」した女性の割合となっている3。一方、縦軸は労働力率の変化の符号を
逆にしたものであり、過去 5 年化で非労働力化した女性の割合である4。この散布図に対す
る OLS による線形近似も示しており、その傾き(各グラフ中の Slope)は結婚をした女性の




3  社会保障 ・ 人口問題研究所の 「人口統計資料集 2009」 表 4-14 によれば、 1980 年では 96%、











る離職率の違いの 2 つの要因に依存することになる。 
さらに、この散布図は 1980 年から 2005 年までの 20～44 歳の女性についてプールして
いるにもかかわらず、全ての都道府県でほぼ一直線上にある。これは、結婚による離職率
が 1980 年から 2005 年まで時系列にほとんど変化しておらず、結婚をする年齢にも影響を
受けないことを示している。永瀬(1999)は、第 11 回出生動向調査のコーホート分析を用い
















結婚よる離職率と結婚経験率の低下  第 2 に、結婚による離職率が高い都道府県ほど結婚
経験率の低下幅が大きい傾向がある点を明らかにする。結婚と離職の関係が過去 25 年でほ
とんど変化していないのに対し、結婚経験率は全国で見ても大幅に低下してきた。20～44
歳の女性の結婚経験率は、1980 年には 77.7%であったが、2005 年には 59.6%まで 18.1%
低下している。結婚経験率の低下は全ての都道府県で共通の現象であるが、その低下幅に
は大きなばらつきがある。 結婚経験率の低下が最も顕著であった千葉県は1980年から2005年にかけて 22.0%低下したのに対し、最も低下幅の小さかった山梨県は 13.0%の低下であ
る。この結婚経験率の低下幅が、上でみた結婚による離職率と負の相関を持つ。 
各都道府県の結婚経験率の低下幅と OLS で推計された都道府県別の結婚による離職率の
相関係数は、1980 年から 2005 年までの全期間では 0.48 であった。特に、結婚経験率が急











20 歳時点での婚姻状態と労働力状態  第 3 の点である、 20 歳前後での婚姻状態および労働
力状態についてはほぼ自明である。例えば、15~19 歳での未婚率は、全国平均では 1980 年

















                                                  
5  ただし、1995 年から 2005 年にかけては、都道府県別の低下幅と結婚による離職率はむ




































3  結婚による離職率の決定要因 
 






























究では、育児休業制度が就業継続に与える効果は小さいとされてきた6 ( 滋野・大日, 1998; 
                                                  
6  いくつかのミクロデータを用いた研究で、育児休業制度が出産前後の就業継続や結婚・出
産の促進に効果があることが示されている(樋口, 1994;  森田・金子, 1998;  駿河・西本, 2001;岩澤, 2004;今田・池田, 2006;四方・馬, 2006; 佐藤・馬, 2008)。その意味では、ここ
での結果と整合的である。 
さらに、政策的インプリケーションから考えても、育児休業制度の拡充による就業継続
支援は有効とは考えられない。 ドイツでは、 育児休業を 3 年取得することが可能であるが、














経験率の相関係数はそれぞれ 0.78、0.40、0.72 である7。つまり、3 世代同居率はこれらの
変数と強い正の相関を持ち、クロスセクションデータとして見れば、女性の労働力率を高
める一方で結婚・出産も促進する効果を持つ変数のように見える。 











                                                                                                                                                  
2002） 。しかし、ミクロデータを用いた場合にはサンプルセレクションの問題が深刻である
ことが予想でき、ここではマクロデータを用いた研究結果がより適切であると考える。 















いる(滋野・大日,  1999; 樋口・松浦・佐藤,  2007)。実際、1994 年のエンゼルプラン、1999
年の新エンゼルプランでは保育所の量的・質的な充実が重要な柱として掲げられており、
2001 年には「待機児童ゼロ作戦」が閣議決定されている。一連の政策により、1984 年の約
2 万 3 千施設をピークに減少傾向にあった保育所数が、2000 年をボトムとして 2007 年には
ほぼ 1984 年の水準まで回復している。 先行研究で用いられている尺度である 0~6 歳児人口
と保育所の定員の比率である「保育所定員率」を用いて、保育所の整備状況の時系列的な








所定員率は上昇しているが、保育所定員そのものは 1985 年の約 208 万人と比較して 2007
年の 211 万人はほぼ横ばいであり、0～6 歳人口が 1985 年の約 1,005 万人から 2005 年の
792 万人に減少していることが上昇の原因である。 言い換えれば、 少子化そのものが保育所
定員率を引き上げた可能性がある。 
それに対し、 ここでは、 都道府県別の保育所の定員と 20~44 歳の女性の人口の比率を 「潜
在的定員率」として定義し、保育所の整備状況の指標とする。20~44 歳の潜在的に出産を
する可能性のある女性の数で基準化することで、結婚・出産の意思決定に依存しない保育




時系列変化を見ると、1985 年が 9.5%で、2005 年でも 9.9%とほとんど変化していない。団


















4  結婚経験率の変化と都道府県の違い 
 







た。特に、1980 年から 1995 年にかけては、結婚経験率の低下と結婚による離職率は負の







ると 1980 年から 1995 年にかけて結婚経験率が急激に低下したが、その低下幅と結婚によ

































の大学進学率は 1955 年には 2.4%であったが、1975 年には 12.7%まで上昇した。その後、
ほぼ横ばいであったが、1985 年から再び上昇し、2009 年には 44.2%まで達している。ここ
で分析している 20～44 歳について考えれば、大学進学率の上昇が実際に「大卒女性の割合



























                                                  
10国勢調査では 10 年ごとに最終学歴別の人口比率を調査しているが、それによれば 1980
年から 2000 年の大卒女性の割合はそれぞれ 5.1%、8.5%、12.9%となっている。 
11  男性の平均を 100 とすれば、1990 年で 102.2、2005 年で 99.5 である。 

























要素である。また、大学進学率は 1985 年から 1995 年にかけて上昇しており、晩婚化・非
婚化の進展と時期的に一致していた。ここでは結婚の意思決定そのものについての理論的
には考察しなかった。近年、Collective モデルと呼ばれる新しい家族の経済学が進展してお
り、 それに基づいた結婚の意思決定モデルも提唱されている(例えば、 Browning et al., 1994; 
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図１  都道府県別の合計特殊出生率と労働力率 
 








図 3  女性の年齢別労働力率 
 






































図 7  結婚による離職率 vs.潜在的定員率 
 図 8  女性の大学進学率 
 
 
 
 
 